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令和５年９月定例会議案目次 

 

議 案 番 号              件          名 

議第６０号  令和４年度山形市一般会計及び特別会計歳入歳出決算認定について 

議第６１号  令和４年度山形市水道事業会計剰余金の処分及び決算認定について 

議第６２号  令和４年度山形市公共下水道事業会計剰余金の処分及び決算認定について 

議第６３号  令和４年度山形市立病院済生館事業会計剰余金の処分及び決算認定について 

議第６４号  令和５年度山形市一般会計補正予算 

議第６５号  「工事請負契約の締結について」の一部変更について（道の駅「（仮称）蔵王」

整備事業設計建設工事） 

議第６６号  指定管理者の指定について（道の駅やまがた蔵王） 

議第６７号  山形市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例等の一部改正について 

議第６８号  山形市基金の設置、管理及び処分に関する条例の一部改正について 

議第６９号  山形市福祉医療給付金支給条例の一部改正について 

議第７０号  山形市保健衛生関係手数料条例の一部改正について 

議第７１号  山形市旅館業法施行条例の一部改正について 

議第７２号  山形市火災予防条例の一部改正について 

 



議第６０号 

 

令和４年度山形市一般会計及び特別会計歳入歳出決算認定について 

 

令和４年度山形市一般会計歳入歳出決算並びに令和４年度山形市国民健康保険事業会計歳入

歳出決算、令和４年度山形市後期高齢者医療事業会計歳入歳出決算、令和４年度山形市介護保

険事業会計歳入歳出決算、令和４年度山形市母子父子寡婦福祉資金貸付事業会計歳入歳出決算、

令和４年度山形市区画整理事業会計歳入歳出決算、令和４年度山形市財産区会計歳入歳出決算、

令和４年度山形市駐車場事業会計歳入歳出決算、令和４年度山形市公設地方卸売市場事業会計

歳入歳出決算及び令和４年度山形市農業集落排水事業会計歳入歳出決算（以上別冊のとおり。）

について、本市監査委員の審査意見（別冊のとおり。）を付けて、地方自治法第２３３条第３

項の規定により認定に付する。 

 

令和５年１０月５日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議第６１号 

 

   令和４年度山形市水道事業会計剰余金の処分及び決算認定について 

 

令和４年度山形市水道事業会計決算（別冊のとおり。）に伴う剰余金について、地方公営企

業法第３２条第２項の規定により同決算の剰余金処分計算書（案）のとおり処分し、併せて同

決算について、本市監査委員の審査意見（別冊のとおり。）を付けて、同法第３０条第４項の

規定により認定に付する。 

 

  令和５年１０月５日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議第６２号 

 

   令和４年度山形市公共下水道事業会計剰余金の処分及び決算認定について 

 

令和４年度山形市公共下水道事業会計決算（別冊のとおり。）に伴う剰余金について、地方

公営企業法第３２条第２項の規定により同決算の剰余金処分計算書（案）のとおり処分し、併

せて同決算について、本市監査委員の審査意見（別冊のとおり。）を付けて、同法第３０条第

４項の規定により認定に付する。 

 

  令和５年１０月５日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議第６３号 

 

   令和４年度山形市立病院済生館事業会計剰余金の処分及び決算認定について 

 

令和４年度山形市立病院済生館事業会計決算（別冊のとおり。）に伴う剰余金について、地

方公営企業法第３２条第２項の規定により同決算の剰余金処分計算書（案）のとおり処分し、

併せて同決算について、本市監査委員の審査意見（別冊のとおり。）を付けて、同法第３０条

第４項の規定により認定に付する。 

 

  令和５年１０月５日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 















 

議第６５号 

 

「工事請負契約の締結について」の一部変更について 

 

令和３年１０月１日に議決を経て、令和５年３月２２日にその変更の議決を経た令和３年議

第１０３号「工事請負契約の締結について」の一部を次のように変更する。 

 

令和５年１０月５日提出 

 

                          山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

 ３請負金額の項中「金１，４４８，０８８，４８８円」を「金１，５９８，２０１，００８

円」に改める。 

 

 

 

理 由 

道の駅「（仮称）蔵王」整備事業設計建設工事について、請負金額を変更しようとするもの

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

議第６６号 

 

指定管理者の指定について 

 

次のとおり、指定管理者を指定する。 

 

令和５年１０月５日提出 

 

                          山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

指定管理者に管理を行 
わせる公の施設の名称 

指定管理者に指定 
する団体の名称 指定の期間 

道の駅やまがた蔵王 株式会社表蔵王ベルタウン 令和５年１１月１日から 
令和２０年１１月３０日まで 

 

 

 

理 由 

道の駅やまがた蔵王の管理を株式会社表蔵王ベルタウンに行わせるため、地方自治法第  

２４４条の２第６項の規定により、議決を求めようとするものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議第６７号 

 

山形市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例等の一部改正について 

 

山形市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例等の一部を改正する条例を次のように制定す

る。 

 

令和５年１０月５日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例等の一部を改正する条例 

（山形市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部改正） 

第１条 山形市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例（昭和２６年市条例第７６号）の一部

を次のように改正する。 

第３条中「新型インフルエンザ等緊急事態派遣手当」を「特定新型インフルエンザ等対策

派遣手当」に改める。 

（山形市一般職の職員の給与に関する条例の一部改正） 

第２条 山形市一般職の職員の給与に関する条例（昭和４６年市条例第１４号）の一部を次の

ように改正する。 

第５条中「新型インフルエンザ等緊急事態派遣手当」を「特定新型インフルエンザ等対策

派遣手当」に改める。 

第３２条第１項中「第４４条」を「第２６条の８」に改める。 

（山形市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

第３条 山形市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年市条例第１０

号）の一部を次のように改正する。 

第３条第２項中「新型インフルエンザ等緊急事態派遣手当」を「特定新型インフルエンザ

等対策派遣手当」に改める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行し、第１条の規定による改正後の山形市職員の懲戒の手続及



び効果に関する条例の規定、第２条の規定による改正後の山形市一般職の職員の給与に関する

条例の規定及び第３条の規定による改正後の山形市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関

する条例の規定は、令和５年９月１日から適用する。 

 

 

 

理 由 

新型インフルエンザ等対策特別措置法の改正に伴い、規定の整備をしようとするものである。 



議第６８号 

 

山形市基金の設置、管理及び処分に関する条例の一部改正について 

 

山形市基金の設置、管理及び処分に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和５年１０月５日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市基金の設置、管理及び処分に関する条例の一部を改正する条例 

 山形市基金の設置、管理及び処分に関する条例（昭和３９年市条例第１号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 別表１積立基金の表公共施設維持補修基金の項を削り、同表に次のように加える。 

公共施設等整備・総

合管理基金 

公共施設等の整備及び山形市公共施設等総合管理計画に基づく

公共施設等の改修等の資金に充てるために積み立てるもの 

附 則 

この条例中別表１積立基金の表に次のように加える改正規定は公布の日から、同表公共施設

維持補修基金の項を削る改正規定は令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 

理 由 

 公共施設等の整備や改修等に活用するための基金を新たに設置するとともに、公共施設維持

補修基金を廃止しようとするものである。 



議第６９号 

 

山形市福祉医療給付金支給条例の一部改正について 

 

山形市福祉医療給付金支給条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和５年１０月５日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市福祉医療給付金支給条例の一部を改正する条例 

山形市福祉医療給付金支給条例（昭和４９年市条例第２号）の一部を次のように改正する。 

第４条第２項ただし書を削る。 

第５条第１項中「こども医療給付金の支給認定者のうち１５歳に達する日以後における最初

の４月１日から１８歳に達する日以後における最初の３月３１日までの者にあっては、外来療

養を除く。」を削る。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。ただし、次項

の規定は、公布の日から施行する。 

（準備行為） 

２ 改正後の第４条第２項の規定による医療証の交付及びこれに関し必要な準備行為は、施行

日前においても行うことができる。 

 （経過措置） 

３ この条例による改正後の山形市福祉医療給付金支給条例の規定は、施行日以後に受ける療

養の給付に係るこども医療給付金について適用し、施行日前に受けた療養の給付に係るこど

も医療給付金については、なお従前の例による。 

 

 

 



理 由 

 外来療養等に係るこども医療給付金の支給対象者の範囲を１８歳までに拡大しようとするも

のである。 



議第７０号 

 

山形市保健衛生関係手数料条例の一部改正について 

 

山形市保健衛生関係手数料条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和５年１０月５日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市保健衛生関係手数料条例の一部を改正する条例 

山形市保健衛生関係手数料条例（平成３０年市条例第５０号）の一部を次のように改正する。 

別表７の項中「又は第３条の３第１項」を「、第３条の３第１項又は第３条の４第１項」に

改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、生活衛生関係営業等の事業活動の継続に資する環境の整備を図るための旅館

業法等の一部を改正する法律（令和５年法律第５２号）第１条の規定の施行の日又はこの条

例の公布の日のいずれか遅い日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の別表７の項の規定は、この条例の施行の日以後の申請に係る手数料について適用

し、同日前の申請に係る手数料については、なお従前の例による。 

 

 

 

理 由 

旅館業法の改正に伴い、旅館業の譲渡に係る旅館業許可承継承認申請手数料を定めようとす

るものである。 



議第７１号 

 

山形市旅館業法施行条例の一部改正について 

 

山形市旅館業法施行条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和５年１０月５日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市旅館業法施行条例の一部を改正する条例 

山形市旅館業法施行条例（平成３０年市条例第４４号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「第５条第３号」を「第５条第１項第４号」に改める。 

第５条第１項及び第６条中「及び第３条の３第３項」を「、第３条の３第２項及び第３条の

４第３項」に改める。 

第８条中「第５条第３号」を「第５条第１項第４号」に改める。 

附 則 

この条例は、生活衛生関係営業等の事業活動の継続に資する環境の整備を図るための旅館業

法等の一部を改正する法律（令和５年法律第５２号）第１条の規定の施行の日又はこの条例

の公布の日のいずれか遅い日から施行する。 

 

 

 

理 由 

旅館業法の改正に伴い、旅館業の譲渡により営業者の地位が承継される場合における基準等

について規定の整備をしようとするものである。 



議第７２号 

 

山形市火災予防条例の一部改正について 

 

山形市火災予防条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和５年１０月５日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市火災予防条例の一部を改正する条例 

山形市火災予防条例（昭和４８年市条例第３４号）の一部を次のように改正する。 

第１３条第１項第３号の２中「キュービクル式のものにあつては、」を削る。 

第１３条の２第１項第４号中「雨水等」を「その筐体は雨水等」に改める。 

第１５条第１項を次のように改める。 

蓄電池設備（蓄電池容量が１０キロワット時以下のもの及び蓄電池容量が１０キロワット

時を超え２０キロワット時以下のものであつて蓄電池設備の出火防止措置及び延焼防止措置

に関する基準（令和５年消防庁告示第７号）第２に定めるものを除く。以下同じ。）は、地

震等により容易に転倒し、亀裂し、又は破損しない構造とすること。この場合において、開

放形鉛蓄電池を用いたものにあつては、その電槽は、耐酸性の床上又は台上に設けなければ

ならない。 

第１５条第３項を次のように改める。 

３ 第１項に規定するもののほか、屋外に設ける蓄電池設備（柱上及び道路上に設ける電気事

業者用のもの、蓄電池設備の出火防止措置及び延焼防止措置に関する基準第３に定めるもの

並びに消防長が火災予防上支障がないと認める構造を有するキュービクル式のものを除

く。）にあつては、建築物から３メートル以上の距離を保たなければならない。ただし、不

燃材料で造り、又は覆われた外壁で開口部のないものに面するときは、この限りでない。 

第１５条第４項中「第２項並びに本条第１項」を「第１３条の２第１項第４号」に改める。 

第５４条第１３号中「蓄電池設備」の次に「（蓄電池容量が２０キロワット時以下のものを

除く。）」を加える。 



 別表第３厨房設備の項を次のように改める。  

厨
房
設
備 

気体

燃料 

不燃

以外 
開放式 

組込型こんろ・グリ

ル付こんろ・グリド

ル付こんろ、キャビ

ネット型こんろ・グ

リル付こんろ・グリ

ドル付こんろ 

14ｋＷ以下 100 
15 

注 
15 

15 

注 

注：機器本

体上方の

側方又は

後方の離

隔距離を

示す。 

据置型レンジ 
21ｋＷ以下 100 

15 

注 
15 

15 

注 

不燃 開放式 

組込型こんろ・グリ

ル付こんろ・グリド

ル付こんろ、キャビ

ネット型こんろ・グ

リル付こんろ・グリ

ドル付こんろ 

14ｋＷ以下 80 0 ― 0 

据置型レンジ 21ｋＷ以下 80 0 ― 0 

固体

燃料 

不燃

以外 

木炭を燃料

とするもの 
炭火焼き器 ― 100 50 50 50 

不燃 
木炭を燃料

とするもの 
炭火焼き器 ― 80 30 ― 30 

上記に分類されな

いもの 

使用温度が800℃以上のも

の 
― 250 200 300 200 

使用温度が 300 ℃以上

800℃未満のもの 
― 150 100 200 100 

使用温度が300℃未満のも

の 
― 100 50 100 50 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現に設置されている燃料電池発電設備、変電設備、内燃機関を原動力

とする発電設備及びこの条例による改正後の山形市火災予防条例（以下「新条例」とい

う。）第１５条第１項に規定する蓄電池設備（附則第４項に掲げるものを除く。）（以下こ

の項において「燃料電池発電設備等」という。）又は現に設置の工事中である燃料電池発電

設備等のうち、新条例第１３条第１項第３号の２（新条例第１０条の２第１項及び第３項、

第１３条第３項、第１４条第２項及び第３項並びに第１５条第２項及び第４項において準用

する場合を含む。以下この項において同じ。）の規定に適合しないものについては、同号の

規定にかかわらず、なお従前の例による。 

３ この条例の施行の際現に設置され、又は設置の工事がされている新条例第１５条第１項に

規定する蓄電池設備（次項に掲げるものを除く。）のうち、同条第１項の規定に適合しない

ものについては、同項の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

４ 新条例第１５条第１項に規定する蓄電池設備に新たに該当することとなるもののうち、こ



の条例の施行の際現に設置されているもの及びこの条例の施行の日から起算して２年を経過

する日までの間に設置されたもので、同条の規定に適合しないものについては、同条の規定

は、適用しない。 

 

 

 

理 由 

 総務省令の改正に伴い、蓄電池設備、固体燃料を使用する火気設備等に係る火災予防上必要

な措置について所要の改正を行おうとするものである。 


